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女性の労働力は成長国においても経済成長に大きな影響を与えます。生産年齢人口を増
やすことは、生産や消費の活発化など多方面で経済に活力を与えるため、中長期的な国の
成長にとって重要です。また就業率の向上でも働き手を増やすことができるため女性の就
業率向上によって、労働市場の構造変化の影響を緩和することも期待されています。

日本においては、最近生産年齢人口*1が32年ぶりに8,000万人を割ったとの報道*２があ
りました。（*1 15歳から64歳の生産を担う人口層。*2 総務省調査 2013年10月時点）
労働力向上のため、「アベノミクス」の政策課題の一つに女性の労働参画の拡大を取り上
げており注目されています。

質の高い経済成長を達成していくにあたって、女性の就業率を高めることは成長国にお
いても課題となっています。現在成長国における女性の就業率は、多くの国で先進国平均
の６６％を下回る傾向にあります。ゴールドマン・サックスの予測によると、就業率の男
女差を縮小することで、一部の国については2030年までに所得が２０％以上も上振れる
可能性があると推計しています。

男性に比べて、女性は所得が増加すると、食品、医薬品などのヘルスケア商品、教育な
ど、家族の生活の質を高めることに多く使うといわれており、女性の就業率が高まるにつ
れ、将来の経済成長を勢いづかせるという好循環が生まれる可能性があります。
成長国のウーマンパワーにも注目が集まります。

生産年齢人口における女性の就業率（%）
男女の就業率が解消した場合の
人口1人当たり所得の拡大余地（2030年まで）
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先進国平均：66％


